
農業経営を支える人材育成事業補助金交付要綱 

 

制定 令和６年10月９日担い手第1214号 

最終改正 令和７年５月12日担い手第 291 号 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、農業経営を支える人材育成事業実施要領（以下「要領」という。）に基づ

いて行う事業に要する経費に対し、千葉県補助金等交付規則（昭和 32 年千葉県規則第

53号。以下「規則」という。）及び本要綱に基づき、予算の範囲内において、事業実施主

体に対し補助金を交付するものとする。 

 

（経費及び補助率） 

第２条 前条に規定する事業の対象経費、補助率等は、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、要領に規定する事業実施主体（法人にあっては、その役員

等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問そ

の他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締

結する権限を有する者をいう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当する者である

ときは、当該事業は、補助の対象とならない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条 

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

（２）次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、法令上の義務の

履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続的に又は反

復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 

ア 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、情を

知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 

イ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りながら、

暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利益若し

くは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 

ウ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相手方

（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを知りながら、

当該契約を締結する行為 

（３）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（４）労働基準法等の関係法令を遵守しない者 

 

（申請） 

第３条 規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとするときは、知事が別に定

める期日までに、農業経営を支える人材育成事業補助金交付申請書（別記様式第１号）

を知事に提出するものとする。 

 



（交付の条件） 

第４条 規則第５条に規定する条件は、次のとおりとする。 

（１）事業の内容を変更（別表に規定する重要な変更に限る。）する場合については、知事

の承認を受けること。 

（２）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、速や

かに知事に報告しその指示を受けること。 

（３）その他知事が必要と認める事項。 

 

（承認の手続） 

第５条 前条第１号に規定する承認を受けようとするときは、農業経営を支える人材育成

事業変更（中止・廃止）承認申請書（別記様式第２号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

（遂行状況報告） 

第６条 規則第 10 条の規定により事業の遂行状況を報告しようとするときは、知事が定

める期日までの遂行状況について、知事が別に定める期日までに、農業経営を支える人

材育成事業遂行状況報告書（別記様式第３号）により、知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 規則第 12 条の規定による実績報告をしようとするときは、補助事業完了の日か

ら起算して 30 日を経過した日、又は当該年度の３月 31 日のいずれか早い期日までに、

農業経営を支える人材育成事業実績報告書（別記様式第４号）を知事に提出しなければ

ならない。 

 

（交付の請求） 

第８条 規則第 15 条の規定により補助金の交付の請求をしようとするときは、農業経営

を支える人材育成事業補助金交付請求書（別記様式第５号）を知事に提出しなければな

らない。 

 

（処分の制限） 

第９条 規則第 21 条第１項第４号及び第５号の規定により知事が定める財産は、それぞ

れ１件の取得価格が10万円以上のものとする。 

 

（暴力団密接関係者） 

第10条 規則第17条第１項第３号の規定により知事が定める者は、第２条第２項第２号

又は第３号に該当する者（事業実施主体が法人の場合にあっては、その役員等が同項各

号のいずれかに該当する者である法人）とする。 

 

（書類の経由） 

第 11 条 規則又はこの要綱の規定により知事に提出する書類は、所轄の農業事務所の長 



を経由するものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年10月９日から施行し、令和６年度事業から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年５月12日から施行し、令和７年度事業から適用する。 

２ この通知による改正前の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。 



別表 

区 分 対象経費 補助率 補助上限額 重要な変更 

１ 人材育

成の取組 

要領第２の３に規定する人材

育成を実施するために必要な次

の経費（ただし、事業実施主体

が支払う経費に限る。） 

 

 区分１及び

２を合わせ

て 50 万円と

する。 

１ 事業の

中止又は

廃止 

 

２ 事業実

施主体の

変更 

 

３ 事業内

容の追加 

 

４ 事業費

の３割を

超える減 

 

５ 事業費

の増 

 （１）従業員等の訓練 

 

１/２以内 

 （２）訓練時間中の賃金（ただ

し、ｅラーニング・通信制

の訓練の場合は除く。） 

 

定額（１人１

時間当たり

1,000円） 

２ 経営発

展に向け

た新たな

取組に関

連して実

施する取

組 

要領第２の１に規定する経営

発展に向けた新たな取組に関連

して実施する次の取組に必要な

経費（ただし、区分１と併せて

実施する場合に限り、補助対象

とする。） 

（１）業務の効率化 

経営管理に係るシステム導

入等の業務の効率化に必要と

なる経費 

（２）評価制度の新設 

評価制度の新設や改善に必

要な経費 

（３）人材確保 

求人サイトへの掲載等の人

材確保の取組に必要な経費 

（４）情報発信 

ホームページやパンフレッ

トの作成等による情報発信に

必要となる経費 

 

１/２以内 

 



別記様式第１号（第３条関係） 

 

農業経営を支える人材育成事業補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

千葉県知事         様 

 

所在地  

事業実施主体名  

代表者氏名  

 

 

下記のとおり農業経営を支える人材育成事業を実施したいので、千葉県補助金等交付規

則第３条の規定により補助金の交付を申請します。 

記 

１ 補助事業の経費及び補助金交付申請額 

（１）総事業費 円

（２）対象事業費 円

（３）補助金交付申請額 円

 

２ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 

別添「農業経営を支える人材育成事業実施計画書（要領別記様式第２号）」のとおり 

 

３ 事業完了予定年月日 

  年  月  日 

 

４ 補助金の振込先 

（１）口座 ○○銀行○○支店 普通・当座 ○○○○○○○ 

（２）口座名義人 ○○○○（フリガナ） 

 

５ 添付書類 

補助金振込先口座・口座名義人が確認できる書類（金融機関発行の通帳の写し等） 



別記様式第２号（第５条関係） 

 

農業経営を支える人材育成事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 

年  月  日 

 

千葉県知事         様 

 

所在地  

事業実施主体名  

代表者氏名  

 

 

  年  月  日付け  指令第  号で補助金交付決定のあった農業経営を支え

る人材育成事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、承認されたく申

請します。 

記 

１ 変更等の理由 

 

 

２ 変更等の内容 

 

 

３ その他必要事項 

 

 



別記様式第３号（第６条関係） 

 

農業経営を支える人材育成事業遂行状況報告書 

 

年  月  日 

 

千葉県知事         様 

 

所在地  

事業実施主体名  

代表者氏名  

 

 

  年  月  日付け  指令第  号の で補助金交付決定のあった農業経営を

支える人材育成事業の  年  月  日現在の遂行状況を千葉県補助金等交付規則第 

１０条の規定により下記のとおり報告します。 

記 

１ 交付決定額 

 

 

２ 支出済額 

 

 

３ 事業の遂行状況 

 

 



別記様式第４号（第７条関係） 

 

農業経営を支える人材育成事業実績報告書 

 

年  月  日 

 

千葉県知事         様 

 

所在地  

事業実施主体名  

代表者氏名  

 

 

  年  月  日付け  指令第  号の で補助金交付決定のあった農業経営を

支える人材育成事業について、下記のとおり実施したので、千葉県補助金等交付規則第  

１２条の規定により報告します。 

記 

別添様式１のとおり 



別記様式第４号別添様式１ 

 

農業経営を支える人材育成事業実績報告書 

 

１ 事業実績 

（１）経営発展に向けた新たな取組 

ア 取組項目（該当する□に✓、複数可） 

□経営の多角化  □経営の規模拡大  □経営管理の高度化 

 

イ 取組開始時期：    年  月 

※新たな取組を開始していない場合は、開始予定時期を記入する。 

 

ウ 新たな取組の内容及び目標（人材育成との関連を示しつつ、具体的に記載する。） 

新たな取組の内容： 

新たな取組により実現を目指す経営目標： 

 

（２）人材育成の取組実績 

別紙１、別紙２のとおり 

 

（３）経営発展に向けた新たな取組に関連して実施した取組 

ア 取組項目（該当する□に✓、複数可） 

□業務の効率化  □評価制度の新設  □人材確保  □情報発信 

 

イ 内容（具体的に記載する。新たな取組との関係も記載すること。） 

 

 



（４）事業及び経費の配分実績 

区分 対象経費 
事業内容 

及び事業量 

事業費 

（消費税込み） 

対象事業費 

（消費税抜き） 

負担区分 
備考 

県費 自己資金 

   円 円 円 円  

１ 人材育成

の取組 

(1)従業員等の

訓練 
      

(2)訓練時間中

の賃金 
     

定額 

百円未満切捨て 

 小計      

２ 経営発展

に向けた新

たな取組に

関連して実

施する取組 

(1)業務の効率

化 
      

(2)評価制度の

新設 
      

(3)人材確保       

(4)情報発信       

 小計      

  合計      

 



２ 事業完了年月日 

    年  月  日 

 

３ 添付資料 

（１）訓練実施実績（別紙１・別紙２） ※実施した訓練（職場内・職場外）に応じて作成する 

（２）訓練を実施したこと、受講させたことがわかる書類 

（３）支出証拠書類 

（４）その他知事が必要と認める書類 



別紙１ 

 

訓練実施実績（職場内訓練用） 

 

１ 職場内訓練の内容 

訓練の名称  

訓練の内容  

実施場所  

実施場所使用料 

（税込み） 
使用料：計     円（内訳         ） 

実施時期     年  月  日 ～     年  月  日 

実施回数 計   回 

講  師  

講師謝金等 

（税込み） 

謝金：計     円（内訳          ） 

旅費：計     円（内訳          ） 

訓練時間 累計   時間 （   時間×  回） 

教  材 教材費：計    円（     円×  人）   

 

２ 対象従業員等 

№ 氏 名 
賃金対象 

訓練時間 
雇用等の形態 

備 考 

（外国人材の場合の在留資格等） 

１  時間 □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

２   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

３   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

４   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

５   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

６   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

７   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

８   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

９   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

10   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

 計   時間   

 



別紙２ 

 

訓練実施実績（職場外訓練用） 

 

１ 職場外訓練の内容 

訓練施設名  

実施場所  

実施方式 □通学制  □eラーニング・通信制 

訓練（講座等）名  

訓練の内容  

実施時期     年  月 から 年 月 

受講料等 

（税込み、教材費含む） 
          円 

訓練時間※ 

（通学制の場合） 
累計   時間 （   時間×  回） 

※訓練時間には、通学の移動時間は含まない 

 

２ 対象従業員等 

№ 氏 名 
賃金対象※ 

訓練時間 
雇用等の形態 

備 考 

（外国人材の場合の在留資格等） 

１  時間 □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

２   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

３   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

４   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

５   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

６   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

７   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

８   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

９   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

10   □ﾌﾙﾀｲﾑ □ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ  

 計   時間   

※eラーニング・通信制の訓練時間中の賃金は対象としない。 



別記様式第５号（第８条関係） 

 

農業経営を支える人材育成事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

千葉県知事         様 

 

所在地  

事業実施主体名  

代表者氏名  

 

 

  年  月  日付け  達第  号の で額の確定のあった農業経営を支える人

材育成事業補助金を、千葉県補助金等交付規則第１５条の規定により、下記のとおり請求

します。 

記 

金          円 

 

 

 

（振込先） 

口   座：○○銀行○○支店 普通・当座 口座番号○○○○○○○ 

口座名義人：○○○○○ 
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